
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

要求からの主な変更点 要求どおり

H28

 概算事業費（B（A）+C） 10,217 25,630 23,119

概　算

人件費

1.00 1.00 1.00

8,258 8,258 8,258

1,959 17,372

Aの

財源

1 1,275 7,020

1,958 16,255 7,841

0 0 0

目標 成果 達成状況

予

算

額

前年度繰越

当初予算 84,047 7,020

H27末

H28

1,959 17,530 14,861

合計 7,020 7,841 14,861

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 26年度 27年度 28補正後28補正後28補正後28補正後

成果目標・

事業内容

平成29年7月から始まる情報連携に向けた

・団体内のシステム連携テストの完了

・国が示す手順に基づき、情報のやり取りを確認する総合運用テストを実施

（単位：千円）　

H29

目標

補正予算 1,959 △ 66,517 7,841

合計（A)

4,342 4,342

（補正後）

中間サーバー負担金 負担金 負担先（地方公共団体情報システム機構） 2,678 2,678

項目 実施方法 H28実施内容

（補正前） （９月補正）

委託 団体内統合利用番号連携サーバー運用保守

事業番号 02 02 06 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

事　業　名 社会保障・税番号制度システム整備事業費社会保障・税番号制度システム整備事業費社会保障・税番号制度システム整備事業費社会保障・税番号制度システム整備事業費
担

当

課

部局 企画振興部

課・局・室 情報政策課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail

～

県が関与

する理由

【左記の説明、根拠法令等】

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

県でなければ実施不可（法令等義務）

joho@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

５－１　高速交通・情報通信ネットワークの充実

        ５　電子自治体の推進 実施期間 H26

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮

らし実現総

合戦略

信州創生の基本方針

施策展開

　社会保障・税番号制度における情報連携を行うためのシステム整備を行うことにより、制度の確実な運用を図り、住民の利便性向上、

公平・公正な社会、行政の効率化を実現する。

○行政手続に必要な証明書等の添付書類の準備に負担がかかっている。

○所得や他の行政サービスの受給状況の捕捉が十分でなく、脱税や不正受給などが発生する恐れがある。

○申請・届出等の審査・確認事務に時間や労力を要し、照合漏れや入力誤りが発生する可能性がある。

目指す姿

現状

（予算編成

時）

成果目標の達成状況成果目標の達成状況成果目標の達成状況成果目標の達成状況

項目 H26末

総合運用テスト委託料 委託

情報連携業務を確認する総合運用テストの経費

（参加団体：県内市町村及び他県）

0 7,841 7,841

団体内統合利用番号連携

サーバー保守委託料


